
           自 治 労 連  

                  都庁職  

都知事宛に春闘要求を提出 
 

交渉組織都庁職は３月１０日、東京都に春闘要求書を提出しました。この場に両産別組織が同席し、

それぞれ春闘要求書を提出しました。 

自治労連都庁職は寺崎書記長が「自治労連都庁職２０１１年国民春闘要求書」を手交し、次の通り発

言しました。 

 

２０１１年度春闘要求 寺崎書記長・発言骨子 

 

自治労連都庁職の書記長の寺崎です。自治労連都庁職として何点か要請させていただきます。 

都庁職員の賃金は、この１０年間来引下げられ、その生活は極めて困難な状況に置かれて職員のモチ

ベーションが大幅に引き下がる状況となっています。 

公務員賃金引下げは民間の春闘に悪影響を及ぼし、その結果が勧告に反映しますが、官民の賃金引下

げの悪魔のスパイラルと呼ばれる最悪の結果となります。今通常国会で取り沙汰されている国家公務員

の給与削減法案が実施されれば影響はより深刻になります。このような賃下げは「国内需要」を減少さ

せて日本経済を悪化させる大きな原因となっています。現に、ここ１０年間の国内総生産（ＧＤＰ）の

伸びは日本だけが0.4％ですが先進資本主義国はドイツ26.8％からカナダ73.7％の間のびとなっていま

す。この期間の雇用者報酬の伸びは日本だけがマイナス 5.2％、先進資本主義国はドイツ 16.6％からイ

ギリス 73.4％となっており、日本だけが賃金引上げされず経済も停滞しています。しかし、大企業の内

部留保は、この１年間で２３３兆円から２４４兆円に１１兆円を増加しており、日銀総裁の発言にもあ

るように手元資金だけでも５２兆円という「空前の金余り」状態になっているにもかかわらず、いくら

儲けても賃金や設備投資には回さず余った資金を溜め込んでいます。したがって、「大企業を応援すれ

ば経済が良くなり、やがて国民の暮らしも良くなる」というかつての考え方は通用せず、鳩山前首相も

「大企業の内部留保を還元させる具体的な方法を検討してみたい」と踏み込んだ発言をしたこともあり

ましたが、いまこそ、賃金を引上げ、中小企業の経営を安定させて、日本経済を建て直す方向にカジを

切るべきです。 

また、雇用の問題も深刻です。総務省の調査によると完全失業者のうち、失業期間が１年以上におよ

ぶ長期失業者が３９．１％と４割近くを占めており、新卒者の就職問題も深刻ですが、大企業が１年間

に増やした１１兆円の内部留保のわずか３．４％を使えば新卒者１５万７０００人を雇用できるとの試
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算もあり、自治労連は大企業が社会的責任を果たすことが重要と考えています。 

自治労連都庁職は、東京の地域で春闘での諸要求実現の取り組みを進めておりますが、東京都が自治

労連都庁職の２０１１年国民春闘要求書にもとづき都庁職員をはじめ、都庁に関連して働く全ての労働

者の処遇改善を行うことを要請します。臨時・非常勤職員の賃金の引上げについて、東京都常勤雇用職

員との「均等待遇」を基本とした大幅な賃上げを行うなどの処遇改善を行うことは自治体としての東京

都に課せられた責務であります。 

この点を最後に強調させていただき要請を終わります。 

 

２０１１年３月１０日 

東京都知事 石原 慎太郎 様 

          自治体労働組合総連合東京都庁職員労働組合 

   執行委員長 森田  稔 

自治労連都庁職２０１１年国民春闘要求書 

貴職におかれましては、東京都政の発展と都民生活の擁護にご尽力されていることに敬意を表します。 

完全失業率は依然として５％を超えて高止まりし、今春卒業の大学生の就職内定率は過去最低、総務

省発表の非正規労働者の割合も過去最高の３４％となるなど、雇用状況は深刻さを増しています。また、

総務省発表の消費支出も大幅に落ち込み、労働者・国民の生活は悪化の一途をたどっており、個人消費

の拡大で景気回復をはかるため、すべての労働者への賃金引き上げが重要となっています。 

しかし、財界・大企業は膨大な内部留保をため込みながら、「国際競争力の強化」を理由に労働者の

賃金を引き続き押さえ込もうとしています。さらに、政府は昨年１１月に公務員人件費削減にむけて「必

要な法案を次期通常国会から、順次、提出する」と閣議決定し、公務員労働者に対する賃下げを狙って

います。 

公務員賃金引下げは民間労働者の賃金にも影響し、悪魔のサイクルと呼ばれる「賃金引下げの悪循環」

をもたらし、自治体財政・地域経済をも冷え込ませます。同時に労働基本権が保障されないもとでの人

事院・人事委員会勧告にもとづかない公務員労働者に対する賃金の引下げは憲法に違反するもの絶対に

許せません。 

今春闘では、このような情勢を踏まえて、賃金引き上げ、雇用確保、労働諸条件の改善をはじめ、都

政が「構造改革」路線から転換して都民の暮らしと福祉を充実し、憲法・教育基本法の改悪に反対し、

平和と民主主義を擁護することが求められています。 

自治労連都庁職は、組合員の生活と権利擁護はもとより、都民生活の向上と地方自治の本旨に基づい

た都政運営を強く求めるものです。 

貴職におかれまして、地方自治に立脚し、使用者責任を果たす立場から下記の要求に対して誠意ある

対応をおこなうよう要請します。 

記 

Ⅰ 賃金引き上げ等に関する要求 

１ 都及び都関連職場に働く常勤職員の基本賃金を、誰でも月額 25,000円以上引き上げること。 



２ 政府の人事院勧告制度を無視した不当な賃金引下げはおこなわないよう国に求めること。 

３ 業績評価にもとづく昇給・昇任・一時金支給などの人事給与制度を抜本的にあらため、労使協議に

より公平・厚生・納得性のある制度に改善すること。 

４ 都及び都関連職場で働く非常勤職員の時間給を 1,150円以上・日額 9,200円以上・月額 202,400円

以上とすること。時間単価の引き上げ額を 100円以上とすること。 

５ 臨時・非常勤職員の賃金については、東京都常勤雇用職員との「均等待遇」を基本として、大幅な

引き上げを行うこと。また、経験年齢に応じて賃金を加算する「経験加算制度」を導入すること。 

  さらに、継続して雇用している非正規職員に常勤雇用職員と同等の退職金を支給すること。 

６ 一時金は年間６月以上とし、勤勉手当の成績率について廃止すること。また、臨時・非常勤職員に

も「均等待遇」の原則に基づき一時金を支給すること。 

７ 地域手当は、基本給に繰り入れを行うこと。また、扶養手当・住居手当など諸手当の改善すること。 

Ⅱ 東京都が雇用している臨時・非常勤等の非正規職員及び、監理団体、契約業者等に雇用されている

労働者の処遇改善に関する要求 

１ 東京都が雇用している臨時・非常勤等の非正規職員の賃金・労働条件などすべての処遇について、

東京都常勤雇用職員との「均等待遇」の原則で対応すること。 

２ 臨時・非常勤等の非正規職員の「働き続ける権利」を認め、「更新は４回まで」、「契約期間満了」

や「事業の委託・縮小」等を理由とした「雇い止め＝解雇」を行わないこと。 

３ 法に基づき各種社会保険等への加入を促進すること。 

４ 委託業務等公務受託法人・契約業者等が雇用している労働者の賃金・労働条件等に「均等待遇の原

則」を実現するために、公契約条例などを制定し、入札制度等の改善を行うと共に、関係法人等に対

する指導を強化すること。 

Ⅲ 高年齢労働者、障害をもつ労働者が働き続けられるための要求 

１ 高年齢者雇用安定法の趣旨を踏まえ、希望する職員は原則として再任用を行うと共に、最低限、雇

用と年金の連携を基本に雇用責任を果たすこと。 

２ 障害をもつ労働者の雇用を促進し、労働時間・休暇制度・通院制度・職場環境等を改善し、障害の

ない労働者と同等に働き続けられる環境づくりに全力をあげること。 

Ⅳ 労働時間・休暇制度等に対する要求 

１ すべての労働者の年間総実労働時間を 1,800時間以内とすること。 

２ 超過勤務縮減にむけて抜本的な対策を行い、必要な人員を配置すること。 

３ 不払い超勤を無くすこと。そのために厚生労働省の不払い超勤解消にむけた「通達」等を遵守し、

必要な予算を措置すること。 

４ 超勤手当の割増率を平日 150％、休日等 200％とすること。また、年末年始勤務手当を措置するこ

と。 

５ 恒常的に深夜勤務に従事する労働者の週あたりの労働時間を独自に短縮すること。 

６ 介護休暇・育児時間等、各種休暇制度を職場も本人も安心して行使できるような人員配置を行うこ

と。 

Ⅴ 職場民主主義・民主的公務員制度等に関する要求 



１ 現在検討がすすめられている「公務員制度改革」については、公務員の諸権利と全体の奉仕者とし

ての地位を保障し地方自治の充実をはかる立場から、労働協約締結権はもちろんのこと、労働基本権

の全面的回復をはかるよう政府に要望すること。また、東京都における労使関係を民主化すること。 

２ 一般職地方公務員の公益法人等への派遣に当たっては、働き続ける権利と労働条件を保障する立場

で労使協議を行い、本人同意を尊重すること。 

３ 健康診断や安全衛生委員会活動、産業医による職場巡回活動等を労働安全衛生活動法に基づき一層

より充実すること。 

４ 労働働組合活動を理由とした行政処分を行わないこと。 

Ⅵ 都民本位の自治体行財政確立に関する要求 

１ 「『１０年後の東京』実行プログラム２０１１」にもとづく、都民不在の大規模開発計画を見直し、

福祉・教育をはじめとした都民向け施策の拡充に都財政の支出を重点化すること。 

２ 都政における「偽装請負・違法派遣」状態を直ちに解消すること。 

３  公務の民営化、民間委託、職員の削減を行わないこと。特に、独立法人化やＰＦＩなどによる医療、

福祉などの都民サービスを低下させないこと。 

４ 「道州制」「首都圏州」の導入は行わないよう国に求めること。 

５ 格差と貧困が社会問題となる中で、逆進性の強い消費税引き上げに反対し、国と地方の税源配分の

見直しを基本とした地方財政確立を国に求めること。 

６  ゆきとどいた教育を進めるため、早期に全学年において３０人学級の実現を行うこと。都立高校改

革推進の「新たな実施計画」を見直し、学校を新設すること。特別支援学校（盲・ろう・養護学校）

の一方的な再編を行わないこと。 

７  区市町村への補助金については、住民生活に直結する補助金は維持・拡充し、安易な削減は行わな

いこと。 

８ 現在、政府がすすめている「子ども子育て新システム」の検討・法案化をやめるよう国に働きかけ、

公的保育制度を堅持するために必要な措置を講ずること。 

Ⅶ 東京の平和と民主主義に関する要求 

１ 世界と日本の平和のために、憲法を守り、第９条を生かすことを都政運営の基本にすること。 

２ 東京の「非核平和都市宣言」を早急に行い、平和教育推進・原水爆禁止世界大会への参加・被爆者

援護事業等を積極的に推進すること。 

３ 東京にある米軍基地の再編・強化に反対し、全面撤去を政府に求めること。 

４ 「日の丸・君が代」の教育現場への強制をやめ、不当処分を直ちに撤回すること。また、「新しい

歴史教科書をつくる会」の教科書採用をやめること。 

５ 「防災訓練」や「国民保護計画」に基づく「大規模テロ災害対処共同訓練」に米軍や自衛隊の参加

は止めさせ、都民主体の「訓練」を実施すること。 

                     以 上 


